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 本工事は、段階選抜方式における二次審査
に必要な書面の提出時に、積算に必要な事項
について記載した見積書（以下、「見積書」と
いう。）の提出を求め、妥当性が確認できた見
積書を予定価格に反映させる工事である。
 本工事は、発注者から工事費内訳書を配布
する試行工事である。

２ 競争参加資格
次に掲げる条件をすべて満たしている者又は
当該者を構成員とする特定建設工事共同企業体
で、北海道開発局長から入札参加資格の決定を
受けた者。
なお、特定建設工事共同企業体については、
北海道開発局長が別に公示する申請方法に基づ
き、特定建設工事共同企業体の資格審査を申請
すること。
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165
号）第70条及び第71条の規定に該当しない者
であること。
 北海道開発局における工事区分「一般土木」
に係る一般競争（指名競争）参加資格の決定
を受けていること（会社更生法（平成14年法
律第154号）に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法（平成11年
法律第225号）に基づき再生手続開始の申立
てがなされている者については、手続開始の
決定後、北海道開発局長が別に定める手続に
基づく一般競争（指名競争）参加資格の再決
定を受けていること。）。
 北海道開発局における工事区分「一般土木」
に係る一般競争（指名競争）参加資格の決定
の際に算定した経営事項評価点数が、1150
点以上であること（上記の再決定を受けた
者にあっては、当該再決定の際に、経営事項
評価点数が1150点以上であること。）。ただ
し、特定建設工事共同企業体の代表者以外の
構成員については、経営事項評価点数が、
1000点以上であること（上記の再決定を
受けた者にあっては、当該再決定の際に、経
営事項評価点数が1000点以上であること。）。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（上記
の再決定を受けた者を除く。）でないこと。

 平成12年度以降に、次のア及びイの要件を
満たす工事を元請として施工した実績を有す
ること（共同企業体の構成員としての実績は、
出資比率が20％以上の場合のものに限る。）。
ア ＮＡＴＭによるトンネル内空断面積（覆
工後の内空断面積）55㎡以上のトンネル工
事であること（トンネル内空断面積（覆工
後の内空断面積）55㎡以上の施工実績は、
非常駐車帯部を除く。）。
イ ＮＡＴＭによるトンネル延長800ｍ以上
のトンネル工事であること。
ただし、ア及びイは同一の工事であること
とし、施工延長については、掘削・覆工を実
施した区間の延長であること。
ただし、特定建設工事共同企業体の代表者
以外の構成員については、平成12年度以降に
次のウ及びエの要件を満たす工事を元請とし
て施工した実績を有すること（共同企業体の
構成員としての実績は、出資比率が20％以上
の場合のものに限る。）。
ウ ＮＡＴＭによるトンネル内空断面積（覆
工後の内空断面積）40㎡以上のトンネル工
事であること。
エ ＮＡＴＭによるトンネル延長300ｍ以上
のトンネル工事であること。
ただし、ウ及びエは同一の工事であること
とし、施工延長については、掘削・覆工を実
施した区間の延長であること。
なお、当該実績が国土交通省が発注した工
事のうち入札説明書に示すものに係る実績で
ある場合にあっては、評定点合計が入札説明
書に示す点数未満であるものを除く。
 国内実績のない外国籍企業が国外での施工
実績により参加する場合、函館開発建設部総
合評価審査委員会における審査の結果、上記
の同種実績として妥当と判断された場合
は、参加を認める。

 申請書及び資料（以下「申請書等」という。）
の提出期限の日から開札の時までの期間に、
北海道開発局工事契約等指名停止等の措置要
領（昭和60年４月１日付け北開局工第１号）
に基づく指名停止を受けていないこと。
 本工事に係る設計業務等の受託者、又は当
該受託者と資本関係若しくは人的関係がない
こと。
 入札に参加しようとする者の間に資本関係
若しくは人的関係がないこと（資本関係若し
くは人的関係がある者のすべてが共同企業体
の代表者以外の構成員である場合を除く。）
（入札説明書参照。）。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずるものとして、国
土交通省公共事業等からの排除要請があり、
当該状態が継続している者でないこと。 本工事に係る施工計画が適正であること。

この施工計画の提出に当たって、入札説明
書の別冊図面及び別冊仕様書に参考として示
された図面及び仕様書（以下「標準案」とい
う。）の内容について、これと異なる施工方法
等（以下「技術提案」という。）で施工しよう
とする場合は、その内容を示した施工計画を
提出すること。

 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監
理技術者を当該工事に専任で配置できるこ
と。ただし、配置予定技術者が現在他の工事
に従事している場合は、契約締結日までに当
該工事に配置できること。
なお、受注者は、工事の継続性等において
支障がないと認められる場合において監督職
員との協議により、主任技術者又は監理技術
者を変更できるものとする。
ア １級土木施工管理技士又はこれと同等以
上の資格を有する者であること。ただし、
特定建設工事共同企業体の代表者以外の構
成員については、２級以上の国家資格を有
する主任技術者を配置すること。
イ 平成12年度以降に、上記本文に掲げる
工事の経験を有する者であること。
なお、当該経験が国土交通省が発注した
工事のうち入札説明書に示すものに係る経
験である場合にあっては、評定点合計が入
札説明書に示す点数未満であるものを除
く。
ウ 監理技術者にあっては、監理技術者資格
者証及び監理技術者講習修了証を有する者
であること。

３ 総合評価に関する事項
 落札方式
ア 入札参加者は価格、性能・機能及び社会
的要請に関する事項に係る施工計画をもっ
て入札し、からの要件に該当する者の
うち、３から３までによって得られた
数値（以下「評価値」という。）の最も高い

者を落札者とする。ただし、落札者となる
べき者の入札価格によっては、その者によ
り当該契約の内容に適合した履行がなされ
ないおそれがあると認められるとき又はそ
の者と契約を締結することが公正な取引の
秩序を乱すおそれがあって著しく不適当で
あると認められるときは、入札した他の者
のうち評価値の最も高い者を落札者とする
ことがある。
 入札価格が予定価格の制限の範囲内で
あること。
 提案された施工計画が最低限の要求
（標準案）を満たした施工計画であるこ
と。
 評価値が、標準点（100点）を予定価
格で除した数値（基準評価値）に対して
下回らないこと。

イ アにおいて、評価値の最も高い者が２人
以上あるときは、当該者にくじを引かせて
落札者を決定する。

 段階選抜方式による総合評価の方法
ア 「標準点」を100点とし、「施工体制評価
点」の最高点を30点、「加算点」の最高点を
60点とする。
イ 提案された施工計画が標準案を満たして
いれば「標準点」（100点）を与え、更に提
案された内容に対して、各項目ごとに評価
及び判定し、一次審査０～20点、二次審査
０～40点の範囲で「加算点」を与える。

 一次審査 上記２の条件をすべて満たす者
のうち、以下の項目における審査評価点合計
の上位10者を指名する。また、10位目の審査
評価点を得た者が複数いる場合においては、
その審査評価点を得たすべての者を含んで指
名する。ただし、上記２の条件をすべて満た
す入札参加者が10者以下であった場合におい
ては、すべての入札参加者を指名する。
また、国内実績のない外国籍企業が国外で
の施工実績により参加する場合、函館開発建
設部総合評価審査委員会における審査の結
果、上記２の同種工事の施工実績として妥
当と判断された場合、10者に追加して指名す
る。
評価項目
本工事を施工するに当たって、特に留意・
工夫すべき事項に係る提案
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